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日進市自治基本条例の運用について 

１ 自治基本条例策定の経緯 

（１）背景 

〇平成１２年４月地方分権一括法施行 

〇「地方分権の流れ」、「市民活動の高まり」という、大きな時代背景 

〇日進市の人口急増に伴う「建築や宅地開発のトラブル」 

 

（２）制定のきっかけ（住民自治の動きの高まり） 

  〇岩崎台・香久山福祉会館の設計・運営 

（平成１１年６月から平成１３年４月） 

  〇環境基本計画の制定 

   （平成１３年８月から平成１６年２月） 

 

（３）制定のプロセス 

〇平成１４年度から、「座・まちづくり塾 日進一歩」、「地域インタビュー」、「市民参

加インタビュー」、「シンポジウム」、「勉強会」を実施。 

〇平成１６年の１１月に「自治基本条例検討会」立ち上げ。「フォーラム」、「対話集会」

を経て、市長へ案の提言。 

〇平成１８年２月にパブリックコメントを実施。 

〇平成１９年３月議会において可決。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症対策における自治基本条例の運用について 

  ※内容は、令和２年９月２３日現在で記載しています。 

（１）感染症状況 

   令和２年１月１４日、国内発生第一例目報告。 

   国外感染者数   ３１，４６８，９５２名 

国内感染者数       ７９，７６８名 

愛知県内感染者数      ５，１４５名 

日進市内感染者数         ６２名 

日進市死亡者数           ２名 

 

（２）市の対策状況 

  ア 本部会議等開催状況（詳細は別添１のとおり） 

  （ア）新型コロナウイルス感染症対策本部会議   ２３回開催 

  （イ）新型コロナウイルス感染症対策本部電子会議 １３回開催 

  （ウ）新型コロナウイルス感染症対策本部連絡会議  ６回開催 

  ※その他、内容に応じて電子会議等を利用した情報共有を行っています。 

令和２年１０月２日（金） 

令和２年度第１回日進市自治推進委員会 資料２ 
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  イ 支援施策（詳細は別添２のとおり） 

  （ア）個人向け支援 

     情報の発信、税等の猶予・減免、生活支援、保育園関係、放課後子ども総合プラ

ン関係、小・中学校関係、感染予防・対策等 

  

  （イ）事業者向け支援 

     休業協力金、税等の猶予・減免、助成・支援、制度融資、営業支援等 

 

（３）自治基本条例に基づく施策の例 

  ア 市民主体の自治 

  （ア）関係条文 

     第４条(自治の基本原則)、第５条(個人の尊厳)、第６条(平和的生存権)、第７条

(環境権)、第１３条(市長の役割と責務)、第１４条(市職員の役割と責務)、第１

９条(市民本位の市政運営)等 

 

  （イ）具体的な内容 

    〇相談窓口（一般、妊婦、外国人、ドメスティックバイオレンス等）の周知 

    〇税等の猶予・減免 

    〇困窮者（生活困窮者、子育て世帯、ひとり親世帯等）への金銭的支援 

    〇新型コロナウイルス濃厚接触者生活支援 

〇介護保険サービス事業所、障害福祉サービス等事業所、医療機関へのマスク等の

配布 

    〇プレミアム商品券の発行 

    〇国制度の対象とならない事業者への支援（小規模企業者事業継続応援金） 

 

  イ 情報公開 

  （ア）関係条文 

     第１９条(市民本位の市政運営)、第２１条(開かれた市政運営)等 

 

  （イ）具体的な内容 

    〇日進市公式ウェブサイトに、新型コロナウイルス感染症関連情報ページを設置。 

    〇メール、SNS（フェイスブック、ツイッター）による新型コロナウイルス感染症

関連情報の更新周知。 

    〇広報にっしんによる周知。 

    〇街頭広報による周知。 

    〇電話、メール、来庁による相談対応。 
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  ウ 公共の福祉 

（ア）関係条文 

     第９条(個人情報の保護)、第１０条(権利の尊重)等 

 

  （イ）具体的な内容 

    〇愛知県発表資料とリンクした新型コロナウイルス感染症患者の市内での発生の

周知。 

    〇公共施設の閉館、感染症予防対策を伴う運営。 

 

  エ 柔軟な手続 

（ア）関係条文 

     第１８条(柔軟な組織の形成)、第２３条(適切な行政手続)等 

 

  （イ）具体的な内容 

    〇新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、統一的な対応を決定。 

    〇特別定額給付金の早期支給を目標とした全庁応援体制の実施。 

    〇郵送等で手続できる事務の充実・周知 

 

（４）市民の役割 

ア 関係条文 

    第１１条(市民の役割と責務)  

 

  イ 具体的な内容 

   〇自粛等要請への協力。 

   〇日進市メール配信サービス（にっしんお知らせメール）への登録等による情報収集。 

 

３ その他 

  個人・企業や自治会等による感染拡大予防対策に加えて、市民の皆さんから、寄附等に

よる市政への協力をいただいています。 

（１）感染症対策対策物品の寄附  ３８件 

（２）感染症対策対策物品の無償貸与 ３件 

（３）寄附金 

  ・ふるさと納税制度を活用した新型コロナ対策寄附金募集 

（クラウドファンディング）分 第１弾        １，４９３，５００円 

               第２弾          ６２０，０００円 

・新型コロナ対策寄附金 専用口座振込分          ４９３，７００円 

・その他寄附（募金箱、事業者）            ２，１７４，８２４円 

・企業版ふるさと納税                 １，０００，０００円 

（４）マスクポスト ４，６８７枚 


